
京都基本構想を
全会一致で可決！

●今後25年の目指すまちの姿を示し
たものであるが、構想の理念をどの
ように今後政策に落とし込み、市民
の皆様の豊かさや幸福の実現につな
げていくかが重要。

●短期間で見直すものではないが、
今後の社会情勢の変化も見定め、
必要に応じて点検することが大切。
未来に向けた京都基本構想の在り
方について市長の考えは。

●市民一人ひとりの多様性と人権
が尊重され、誰もが自分らしく
暮らし、働き、参加できる包摂
社会の実現に向けた今後の施策
推進の考え方は。

●今後25年間の京都市が目指す方
向性を市民の皆様にしっかりと
受け止めてもらう必要がある。

●市民の暮らしを支える最終責任は
京都市にあるとの立場に立ち、国
に対して財源確保等を求めること
が必要。

　京都市と京都市民の今後四半世紀の在り方を展望する「京都基本構想」について、
23名の委員で構成する京都基本構想審査特別委員会（寺田一博委員長）で審査し、総
合企画局に対する質疑や市長・副市長に対する総括質疑において議論を行ったうえで、
全会一致で可決しました。

●京都基本構想を市民の皆様に分
かりやすく伝えるため、職員の
理解度を深める取組が必要。

意見書 …  市会から国への要望等
・危機的状況にある自治体病院の存続に向けた財政支援を求める意見書
・地方税財源の充実確保を求める意見書
・重点支援地方交付金の拡充と地方自治体への迅速かつ丁寧な支援を求める意見書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか４件
決議 …  市会としての意思の表明
・「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」の効果的・効率的な執行を求める決議

議論の
一部 11月市会の報告

本会議における委員長報告の様子

京都基本構想審査特別委員会総括質疑の様子

人事委員会勧告等を踏まえた職員給与改定等
（64億400万円）

・人事委員会勧告を踏まえた給与改定に必要な財源として、財政調整基金
を常時確保しておくことが必要。

・給与面だけでなく、職員が働きやすい職場環境を構築する必要がある。

Arts Aid KYOTO による文化振興の推進
（3,500万円）

・本事業の振返りと今後の展望は。
・通常支援型を抜本的に強化するため、一般財源を確保し、予算を増額す

ることが必要。

補
正
予
算
等
を
可
決
！

令和
７年度

議論の一部

議論の一部

　国の経済対策の交付金等を活用し、物価高の影
響を受ける市民生活を支援するとともに、地域企
業にも効果が波及する支援策に係る補正予算（109億
2,000万円）を可決しました。

12月特別市会の報告

 市民生活応援デジタル地域ポイント（仮称）事業実施
に当たっては、できるだけ早く市民に届けられるよ
う取り組み、以下の点にも注力されるよう求める。

・徹底した周知をはじめ、スマートフォンを持たない方
への対応など電子機器の利用に係るサポート体制の
充実や、マイナンバーカード未所持者へのマイナン
バーカードのスムーズな取得に向けた支援などを行
い、事業の意図が伝わるように努めること。また、
全ての申請者に支給できるよう努めること。

・利用可能な店舗を幅広く募集すること。また、各
店舗の負担にならないよう努めること。

・アプリ開発に当たっては、市民優先価格などへの
活用も見据え、拡張性、将来性についての視点も
入れて開発事業者を選定すること。

付帯決議 可決した議案に付ける
市会から市長への意見・要望…

市会だより京
都

年に7回、
市民しんぶん（区版）に
挟み込んで配布
しています！ 148
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※QとAの合計を必ず一人18行に固定※

自 民 党
田中 明秀

議員
（西京区）

民泊対策

Q 旅館業法による規制強化に
ついて、市会による意見書

の提出、自民党の国会議員・市会
議員による国への働きかけ、市長
からも国への要望を行ってきた結
果、国から総量規制や立地規制も
条例で規制できる可能性があると
の一歩踏み込んだ見解が示された。
市長の受け止めと今後の対応は。

A 民泊問題は国の対応が不可
欠。自民党市議団や京都選

出の国会議員が関係省庁へ強く働
きかけ、市長としても直接要望し
てきた。条例で立地規制できる可
能性があるとの国の見解は、本市
要望が国に受け止められ始めた重
要な一歩。今後、国へ具体的な内
容を示し積極的に働きかけていく。

洛西地域における自動運転
バス実証実験の実施

Q 自動運転バスの導入は、交
通課題の抜本的な解決だけ

でなく、市民の利便性の向上、地
域の活性化にもつながる取組であ
り、将来的な活用策のビジョンを
持つことが重要。本市の都市交通
の未来に向けた自動運転の活用の
展望、とりわけ優れた道路環境が
整う洛西地域における可能性は。

A 自動運転バスは公共交通の
維持・確保、ひいては利便

性の高い新たな交通システムを中
心とした「人と公共交通優先」の
道路交通への転換にもつながる。
実証実験は道路環境等を総合的に
考慮して洛西地域で実施、洛西
“SAIKO” プロジェクト

＊1
とも連携し、

洛西地域での実装化を進める。

みちはた 弘之
議員

（伏見区）

私立幼稚園に対する支援

Q 令和７年度から保育施設を
対象に第２子以降保育料無

償化が実施された。幼児教育・保
育における多様な選択肢を保障す
る観点から、私立幼稚園を希望す
る保護者の経済的負担を軽減する
施策を検討することは、本市の子
育て支援を更に進めるメッセージ
になると考えるが、市長の考えは。

A 本市には、多種多様な幼児
教育・保育施設があり、そ

の選択肢の確保が重要。また、今
後の私立幼稚園が「質の高い特色
ある教育の提供」という本来の役
割を果たせるような観点での支援
が必要。第２子以降保育料無償化
に加え、私立幼稚園保護者や園に
対する支援の検討を進めていく。

保育士の処遇改善及び
障害児保育の充実

Q 保育士が希望とやりがいを
持って働き続けられる環境

づくりが、質の高い保育や子ども
のウェルビーイング

＊2
向上にも直結

する。保育士の処遇改善と障害児
保育の拡充の両面から取組を進め
ることが、京都で子育てを希望す
る家庭の増加にもつながると考え
るが、今後の取組の方向性は。

A これまでから本市独自で処
遇改善に取り組んできたが、

保育ニーズが一層多様化し、現場
負担が増す中、包摂的な保育の実
現に向けて障害児加配補助金の充
実を令和７年度当初に遡って実施
する。保育現場の課題解消、保育
士等の働きがい向上や人材確保等、
子育て環境の充実に取り組む。

井上 よしひろ
議員

（右京区）

ＤＸによる建設分野の生産性
向上と消防団員の負担軽減

Q 人口減少社会の担い手不足
を補うためデジタル化の推

進が必要。本市としても官民とも
に建設分野のデジタル化を推進し、

生産性向上を図るべき。また、今
後の消防団員の負担軽減に向け、
デジタル化をはじめ、更なる体制
の充実・強化にどう取り組むのか。

A 市役所業務ではインフラ点
検等でのデジタル化を進め

ており、市内建設業者でも本市発
注工事で新技術を取り入れている。
引き続きデジタル技術による生産
性向上を推進する。また、消防団
専用アプリ導入や消防団施設への
通信環境整備等を検討しており、
今後も消防団が持続可能な組織と
して発展するよう取り組んでいく。

維新・京都・国民
北尾 ゆか

議員
（下京区）

人口減少対策における本市の
強みや価値の多角的な分析

Q 人口減少対策を進めていく
には、本市の強みや価値を

多角的に分析し、魅力を戦略的に
発信することが不可欠。また、市
民参加とデータ活用によって市民
と行政が課題を共有し、解決へ向
かう「見える市政」の実現が、今
後の本市の持続可能な発展につな
がると考えるが、市長の見解は。

A 本市は多様な要素が重層的
に絡み合ってまちの魅力が

形成されており、こうした強みを
様々なツールで発信している。ま
た、市民対話会議等でお聞きした
市民の声や本市独自の統計のほか、
様々なデータを活用し政策立案を
進めており、今後も「突き抜ける
世界都市 京都」の実現に取り組む。

簡易宿所の立地制限

Q 簡易宿所の立地制限につい
て、先日会派で実施した国

への要望活動の際に、「必要性や合
理性が認められれば、条例改正に

よって立地規制や総量規制を行う
ことができる可能性がある」との
見解が示された。本市として今後
どのような対応を検討されるのか。

A 民泊関連の問題解決には地
方自治体の対応のみでは限

界がある。従前から地域の実情に
応じた柔軟な対応ができるよう制
度見直しを訴えてきた。条例によ
り立地規制できる可能性があると
の国の見解は、本市要望が国に受
け止められ始めた重要な一歩と認
識。今後、規制強化の検討を加速
化し、国との調整を進めていく。

神谷 修平
議員

（下京区）

新型交通システムの検討と
交通ネットワークの強化

Q 「交通空白」解消の早期検
討が必要。自走式都市型ロ

ープウェイのような新たな軌道系
交通も選択肢とすべき。LRT

＊3
につ

いての見解も伺う。交通課題解決
に向けた検討委員会の設置を要望
する。また、京都市創造都市圏・
環状ネットワーク構想

＊4
を現在の市

政でどう推進しているか伺う。

A 地域ごとの実情に合った交
通手段の確保に向け幅広い

手法を検討する。LRT 等の新たな
交通システムについては、これま
でから検討を重ねており、「歩くま
ち・京都」推進協議会等で議論し
ている。今後も検討を深めていく。
また、広域的な都市圏の創出も着
実に歩みを進める。

もりもと 英靖
議員

（伏見区）

施設使用料等の
市民優先価格

Q 観光客にも本市の財政に貢
献していただく、観光にお

ける二重価格という考え方は、宝
が池アーバンスポーツパークでも
導入されており、二条城や動物園
など市外からの来場が見込める施
設を中心に使用料等を検討し、観
光や文化施設の整備、市民の生活
環境の保持・充実につなげるべき。

11 月 28 日の本会議では、次の 10 名の議員が各会派を代表して、市政の各般にわたって、市長や
関係理事者に質問を行いました。ここでは、その主なものをお伝えします。

本会議の代表質問から
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自民党＝自由民主党京都市会議員団、維新・京都・国民＝維新・京都・国民市会議員団、
共産党＝日本共産党京都市会議員団、公明党＝公明党京都市会議員団

A 観光客等にも受益に見合っ
た適正な負担をしていただ

くことは、宿泊税等、様々な分野
で政策を推進するうえで重要。公
共施設の市民優先価格は、各施設
の特性や利用状況を踏まえた検討
が必要であり、９月市会の議論も
踏まえ今後、二条城等の施設の使
用料について議論を重ねていく。

共 産 党
くらた 共子

議員
（上京区）

介護労働者への支援等

Q 本市独自の介護現場労働者
の賃金引上げ支援を求め

る。国に対し、介護保険利用料２
割負担拡大やケアプラン有料化を
行わないことや介護報酬引上げが
被保険者の負担とならないよう措
置することを求めるべき。ショー
トステイ用ベッドを市内に適正配
置し空床確保の補助を行うべき。

A 介護分野職員の処遇改善は
国において賃上げ・職場環

境改善の支援を行うとされたとこ
ろであり、直ちに本市独自の支援
は考えていない。２割負担拡大や
ケアプラン有料化は多角的視点か
ら国で検討されるべき。ショート
ステイは利用しやすい環境が整い
つつあり空床確保は考えていない。

オーバーツーリズム対策と
民泊の立地規制

Q オーバーツーリズム対策に
ついては、宿泊施設と室数

の総量規制が不可欠。宿泊施設が
際限なく増えることは市民生活と
の調和に逆行し、より深刻な事態
となる。民泊については、社会福
祉施設周辺等での立地規制を行う
とともに、管理者常駐、住民説明
会の義務付けを条例に規定すべき。

A 市民生活との調和を前提に
宿泊施設立地に際して地域

住民への説明手続きを設ける等、
宿泊施設の質の向上に取り組んで
いる。民泊については、法を超え
た規制は困難だが、トラブル等の
解決には国の対応が不可欠であり、

関係省庁へ要望している。今後と
も規制強化に向けて検討を進める。

森田 ゆみ子
議員

（南区）

教職員の人材確保

Q 学校現場の人手不足が深刻
だ。不登校や深刻ないじめ

等が増加し、対応に追われる教員
は過労死寸前の勤務時間である。
病休・産休で欠員が生じた場合、
長期にわたり未補充となっている。
正規教員を増やし、教員一人当た
りの授業時間を減らし、余裕と自
信を持って働けるようにすべき。

A 病休等による欠員に備え、
本市独自の加配制度を創設

し、未補充の状況は大幅に改善し
ている。また、来年度は平成以降
最大となる 482 名を新規採用する
など人員体制の充実に努めている。
引き続き、国に定数改善を要望し、
教員が働きやすく、教育に専念で
きる環境づくりに努めていく。

京都駅周辺のまちづくり

Q 南区で活動する団体の市長
宛ての提言に「宅地売買が

目立ち、今のままでは高い賃料を
払える者が移り住み、住民層が一
変するのではと危惧している」と
ある。京都駅周辺の本市のまちづ
くり施策の影響で住民が不本意に
追い出されることはあってはなら
ないと思うが、いかがか。

A 京都駅周辺では、地域・事
業者・行政が一体となり活

性化に取り組んでいる。地価の上
昇は、生活利便施設の誘導など市
民生活の質の向上が期待できるが、
地域状況の急激な変化も想定され、
状況の注視が重要。多くの方に住
み続けていただくために、引き続
き多様な取組を総合的に推進する。

公 明 党
兵藤 しんいち

議員
（北区）

ひとり親家庭の支援強化

Q 養育費を確実に受け取って
いる世帯は少ない。民法改

正により法定養育費を請求できる
ようになるが、支払い履行のため
の調整等、ひとり親家庭への支援
が必要。本市ではひとり親家庭支
援センター「ゆめあす」を運営し
無料弁護士相談等を実施している
が、離婚時の養育費確保のための
支援体制を強化する必要がある。

A 養育費の確保には、離婚し
た相手方との交渉等の負担

があるほか、取決めができた場合
でも支払いが遅延・滞納となるケ
ースが考えられる。ひとり親家庭
の生活の安定のために、養育費確
保の負担軽減や相談体制の強化等、
新たな支援策の実施を検討する。

星空など自然環境をいかした
北部山間地域の活性化

Q 自然に恵まれた北部山間地
域の美しい星空を守り、い

かしていくため、暗い自然の夜空
を保護・保存する「星空保護区」
の認定に取り組むことは、新たな
移住定住や観光だけでなく、関係
人口の増加も期待できる。また、
自然環境保護の一層の推進にもつ
ながると考えるが、本市の考えは。

A 星空の活用は、自然豊かな
北部山間地域の特性をいか

し、観光の時間や場所の分散化に
も資するものである。星空の美し
さをはじめとした豊かな自然環境
を次世代へ継承し、また、最大限
にいかしながら、交流人口や関係
人口の創出など、北部山間地域の
活性化に引き続き取り組んでいく。

くまざわ 真昭
議員

（左京区）

クマ対策に向けた
体制づくり

Q 左京区をはじめ周辺山間部
を中心にクマの目撃が続き、

地域住民の不安が高まっている。
緊急的措置として、市民の皆様へ
正確な情報を迅速に届けるととも
に、対策グッズの配布等の手立て
を講じてほしい。また、対応にあ
たる区役所職員の安全を守るため、
防護服等の装備の整備を急ぐべき。

A 京都市情報館による情報発
信をはじめ、地域活動の物

品貸与、クマの誘引物を確認する
集落環境点検事業等に取り組んで
いる。併せて、檻・カメラの増設や、
府警、猟友会等の参画を得ての緊
急銃猟机上訓練など、取組強化を
図る。区役所職員についても、防
護服等を順次配備している。

＊1　洛西“SAIKO”プロジェクト
洛西ニュータウンをはじめとする洛西
地域全体の活性化を図るプロジェクト。
子育て世帯をはじめ、全ての洛西地域
の人々が「身近でショッピング」「便利
なバス交通」「豊かな公園や自然」など、
様々な魅力を味わえる洛西地域の実現
を目指す。

＊２　ウェルビーイング
個人の権利や自己実現が保障され、
身体的、精神的、社会的に良好な状
態にあることを意味する概念。

＊３　LRT（Light Rail Transit）
従来の路面電車に比べ振動が少なく、
低床式で乗降が容易であるなど、車両
や走行環境を向上させた、次世代型路
面電車とも呼ばれる公共交通システム。

＊４　京都市創造都市圏・環状 
ネットワーク構想
京都市の西部・南部と周辺自治体を含
む地域について、20年、30年先を展
望し、活力と魅力あふれる広域的な都
市圏として発展させ、持続可能な都市
経営を進めることを目指すもの。

※�文章中で使用している画像はイメージです。

録画映像は
こちらから

用 語 解 説

代表質問の録画映
像は市会ホーム
ページからご覧い
ただけます！



11月市会審議結果

12月特別市会審議結果

11月市会で審議した市長提出議案84件、議員提出議案14件の審議結果は、次のとおりです。
なお、議決日は全て12月11日です。（○＝賛成、×＝反対、除＝除斥）

12月特別市会で審議した市長提出議案１件の審議結果は、次のとおりです。
なお、議決日は12月26日です。（○＝賛成、×＝反対）

議案名 審議
結果

会　派　名　等
自
民
維
京
国

共
産
公
明
改
新
無
※1
無
※2
無
※3
無
※4
無
※5
無
※6

7 年 度 補 正 予 算 案 ■一般会計　■特別会計（国民健康保険事業、介護保険事業、中央卸売市場第一市場、中央卸売市場第二市場・と畜場、市公債、
水道事業、公共下水道事業、自動車運送事業、高速鉄道事業） 可決 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

条 例 改 正 案

■事務分掌条例等　■公契約基本条例　■都市計画関係手数料条例　■観光駐車場条例　■職員給与条例等　■教職員の給
与、勤務時間等に関する条例　■市立学校管理用務員の給与の特例に関する条例

可決

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

■男女共同参画センター条例　■市立浴場条例 〇〇×〇〇〇〇〇〇〇〇
■特別職の職員の給与に関する条例 〇〇×〇〇〇〇〇〇×〇
■市会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当の支給に関する条例 〇××〇×〇×〇〇×〇

そ の 他 の 議 案

■指定管理者の指定（文化市民局関係）（議第148号～155号、157号、159号）　■指定管理者の指定（子ども若者はぐくみ局関係）
（議第 160 号～ 167 号、169 号～ 177 号）　■市道路線の認定　■市道路線の廃止　■損害賠償の額の決定　■訴えの提起 5
件　■当せん金付証票の発売金額　■地方独立行政法人京都市産業技術研究所第４期中期目標の策定　■京都基本構想の策定 可決

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

■指定管理者の指定（子ども若者はぐくみ局関係）（議第 168 号） 〇〇〇〇〇除〇〇〇〇〇
■指定管理者の指定（文化市民局関係）（議第 156 号、158 号）　■指定管理者の指定（都市計画局関係）3 件 〇〇×〇〇〇〇〇〇〇〇
■土地利用審査会委員の任命 7 件 同意 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
■人権擁護委員の推薦 12 件 可と認める 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

議 員 提 出 議 案

■市会会議規則の一部改正　■危機的状況にある自治体病院の存続に向けた財政支援を求める意見書　■地方税財源の充実
確保を求める意見書　■重点支援地方交付金の拡充と地方自治体への迅速かつ丁寧な支援を求める意見書　■巨大災害発生
に対する対応体制整備を求める意見書　■太陽光発電設備のリサイクル推進及び適正な廃棄処理に関する意見書　■脳脊髄
液漏出症患者の救済を求める意見書 可決

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

■持続可能な社会保険制度の構築を求める意見書 〇〇×〇〇〇×〇〇〇〇
■「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」の効果的・効率的な執行を求める決議 ×〇〇×〇×〇××〇〇
■人種差別に反対する声明を発出することを求める決議　

否決

×〇〇×〇×〇××〇×
■今後も非核三原則を堅持することを求める意見書　 ××〇〇××〇××〇〇
■世界遺産保護条例の制定　■ OTC 類似薬の保険適用除外等を行わないことを求める意見書　■生活保護基準引下げ訴訟の
最高裁判所判決にのっとった対応を求める意見書 ××〇×××〇××××

議案名 審議
結果

会　派　名　等
自
民
維
京
国

共
産
公
明
改
新
無
※1
無
※2
無
※3
無
※4
無
※5
無
※6

7 年 度 補 正 予 算 案 ■一般会計【付帯決議】 可決 〇〇×〇〇〇×〇〇×〇

改新京都（＝改新）
富　きくお
橋村　芳和
津田　大三
寺田　一博
山本　恵一
田中　明秀
西村　義直
下村　あきら
椋田　隆知
しまもと　京司

さくらい　泰広
みちはた　弘之
田中　たかのり
森田　守
平山　たかお
加藤　昌洋
井上　よしひろ
谷口　みゆき
山本　しゅうじ

（計19人）

自由民主党京都市会議員団（＝自民）
おんづか　功
中野　洋一
江村　理紗
宇佐美　賢一
こうち　大輔
大津　裕太
森　かれん
久保田　正紀

神谷　修平
もりもと　英靖
北川　みき
中高　しゅうじ
北尾　ゆか
土方　莉紗
河村　諒

（計15人）

維新・京都・国民市会議員団（＝維京国）

湯浅　光彦
吉田　孝雄
平山　よしかず
青野　仁志

かわしま　優子
松田　けい子
兵藤　しんいち
西山　信昌

中村　まり
増成　竜治
くまざわ　真昭

（計11人）

公明党京都市会議員団（＝公明）

北山　ただお
西野　さち子
玉本　なるみ
くらた　共子
河合　ようこ

加藤　あい
赤阪　仁
とがし　豊
山田　こうじ
森田　ゆみ子

山本　陽子
平井　良人
やまね　智史
えもと　かよこ

（計14人）

日本共産党京都市会議員団（＝共産）

（令和7年12月26日時点）

※１　天方 ひろゆき
※２　井﨑　敦子
※３　きくち　一秀
※４　繁　隆夫

※５　菅谷　浩平
※６　平田　圭

片桐　直哉
小島　信太郎　　（計2人）

無所属（6人）

可決された議案、付帯決議、意見書、決議の全文などは、市会ホームページからご覧ください。

市会だよりに関するお問い合わせは　市会事務局調査課　TEL:222-3697　FAX:222-3713　 京都市会 検索検索

令和８年２月市会は、２月16日（月）から、
３月24日（火）まで開催する予定です。

令和８年２月市会の開催予定

4年間で総額5億円
～議員報酬20％削減～

しっかり取り組んでいます

市会からのお知らせ

テレビ中継
本会議の代表質疑・質問の
模様をKBS京都テレビで中
継しています。

本会議の傍聴、委員会の傍聴・モニター視聴
本会議は傍聴することができます。事前申し込みによる手話通訳も実施しています。また、委員会も傍聴できるほか、
市役所北庁舎３階の市会オープンスペース（市会モニター視聴室）で視聴いただけます。
　※傍聴・モニター視聴のご案内については、変更の可能性があります。　最新の情報は市会ホームページをご確認ください。

2月25日（水）、26日（木）
市民の声を届ける！
KBS京都テレビでも生中継

3月12日（木）、13日（金）
詳しい日程は、市会ホームページからご覧い
ただけます。（※日程は変更になる場合があります。）

代表質疑 予算特別委員会　総括質疑

京都市会プロモーションマーク決定！

親子ふれあい議場
見学会を開催（11月23日）
　京都の未来を担う子どもたちに市会をよ
り身近に感じていただくため、親子ふれあい
議場見学会を開催しました。
　当日は、小学校4年生から6年生までの児
童とその保護者や同伴者、38組105名の皆
様が参加され、模擬本会議、演壇での発言
などの体験を通じ、市会の仕組みや役割な
どについて、楽しみながら学んでいただきま
した。

　京都市会では今年度、京都市立芸術大
学美術学部デザイン科総合デザイン専攻
３回生の皆さんと京都市会のプロモーシ
ョンマークを制作する取組を行っており、
学生の皆さんが制作した13作品から、全
議員の投票により１作品を選定しました。

下村あきら議長からごあいさつ

模擬本会議を体験

京都市会議員団による台南市訪問（12月15日～17日）
　台南市議会と京都市会とは、平成３０年６月に友好交流協定を締結し、様々な交流と相互理
解の取組を行ってきました。
　この度、市会運営委員会理事である久保田正紀議員、加藤あい議員、平山よしかず議員、
田中明秀議員をはじめ、山本しゅうじ議員、北川みき議員、山本陽子議員、松田けい子議員が
京都市会議員団として台南市を訪問しました。
　黄偉哲台南市長を訪問し、今後の友好交流、相互連携の継続を確認するとともに、台南市
議会議員及び台南市議会行政と意見交換を行いました。
　また、台南市の招待で「陶芸台日交流展 in 台南―京都陶磁器協同組合連合会設立五十周
年記念」開会式に出席したほか、日台の各種団体等と意見交換・交流を行いました。
　今回の訪問をきっか
けに、世界文化自由都市
宣言の理念である、都市
間の友好交流の輪を一
層広げ、相互理解を更に
深めることで、歴史都市
としての課題解決と両
市の発展に寄与するよう
努めてまいります。

台南市議会との交流

4 第148号　令和8年（2026年）2月15日
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